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障害サービス課

※本資料は、障害保健福祉関係主管課長会議（平成２３年６月３０日）及び「平成24年4月から、介護職員等による
喀痰吸引等（たんの吸引・経管栄養）についての制度がはじまります」（平成23年9月；厚生労働省）の内容に基づき

作成したものであり、今後変更する可能性がある。

資料２



＜障害保健福祉の動向について＞



民主、社民、国民新の３党による連立政権合意

（Ｈ２１．９）

○「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、
利用者の応能負担を基本とする総合的な制度をつくる。

・障がい者制度改革推進本部設置（Ｈ21．１２）
・同会議の開催（Ｈ22．1～現在まで計18回開催）

・総合福祉部会設置（Ｈ22．４）

連立政権合意内容

障害保健福祉の動向について



障害者制度改革の基本方向と進め方
障がい者制度改革推進会議（Ｈ２２．６．７）「障害者制度改革の推進の

ための基本的な方向（第一次意見）」《抜粋》

・「障害者総合福祉法」（仮称）の制定

・総合福祉部会では、推進会議における大枠の議論

の枠内で、総合福祉法制定に向けた検討に着手し

ており、平成23年夏から秋までを目途に結論を得る。

これを受けて、政府は24年の常会への法案提出、

25年8月までの施行を目指すべきである。

平成23年8月30日障害者総合福祉法の骨格に関す

る総合福祉部会の提言がなされる。



「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえ

て障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害

者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に

関する法律」（H22.12.10公布）

＜施行期日＞

１ 公布日（H22.12.10）
障害者の範囲の見直し（発達障害が対象化）等

２ 平成23年10月1日
ＧＨ・ＣＨの利用の際の助成、同行援護の創設

３ 平成24年4月1日
その他の事項

（相談支援の充実、障害児支援の強化）等





＜虐待防止対策支援事業について＞



障害者虐待防止対策支援事業について





神奈川県では虐待防止研修を開催
予定（指導者養成）Ｈ２３～



＜介護職員等によるたんの吸引について＞



・開始年月

平成24年4月～

医療や看護との連携による安全確保が図られていること等、一

定の要件の下で『たんの吸引等』の行為を実施できる。

・対象となる医療行為

○たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）

○経管栄養（胃ろう又は腸ろう、経鼻経管栄養）

・実施者

○介護福祉士（平成27年度以降）

○介護職員等（一定の研修修了者）

・どこで行われるのか

○施設や在宅などの場において、介護福祉士や介護職員等の
いる登録事業者（登録基準あり）により行われる。

介護職員等によるたんの吸引について





介護職員のたんの吸引等の実施のための研修事業については、開催時期・定員等検討中。





＜福祉・介護職員処遇改善事業及び報酬改定について＞



福祉・介護職員処遇改善事業について

・ 障害福祉サービス等を提供する事業所に従事する生活支援員等の福祉・介
護職員の賃金改善に充当するための助成金を支給することにより、福祉・介
護職員の処遇の改善を図り、増加する人材需要に応えるとともに、障害福祉
サービス等の充実を図ることを目的とする。

○ 対象事業所からの申請に基づき、平成21年10月サービス提供分から、神奈川県内の障

害福祉サービス事業所、障害児施設、精神障害者社会復帰施設等に対して助成を行う。

ホームヘルパー、生活支援員、作業指導員、児童指導員、指導員、指導員助手、保育
士、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、介護職員、精神保健福祉
士（精神障害者社会復帰施設）、精神障害者社会復帰指導員

○ 本事業の対象職種は以下のとおり。

＜目的＞

○ 経済危機対策を踏まえた平成21年度政府補正予算により開始された事業

ただし、平成24年3月のサービス提供分までが対象。



平成22年度障害福祉サービス等処遇状況等調査結果（概要）





障害福祉サービス費用に係る報酬については、３年に一
度の改定を基本としており、次期報酬改定は平成２４年４月
を予定している。次期報酬改定については、平成２１年４月
の報酬改定の効果等を勘案しつつ、障害者自立支援法等
の改正などを踏まえて検討することとしている。

報酬改定について


